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港区は、みどりの保全とごみの減量に努めています。
この広報紙は、古紙を利用した再生紙を使用しています。

　区民や区内事業者等の負担軽減のため、区民が
申請する戸籍や住民票等の証明書発行手数料等を
無料（コンビニでの発行手数料は10円）とする他、
中小企業者や個人事業主の営業・販売・開設等に
係る手続きの手数料を引き続き無料とします。

対象期間　令和7年3月31日（月）申請分まで

問い合わせ 企画課企画担当� ☎3578－2528

　新規事業とレベルアップ（拡充する）事業について、区民ニー
ズ、事業内容、要求額の内訳等、各部門の要求の考え方と、事
業の効果、効率性、財政負担等を踏まえた予算編成の考え方を
まとめた予算要求事業概要書を港区茜で公開します。

　令和6年度当初予算案の規模は、一般会計1,845億9,000万
円、特別会計522億3,939万円で、総額は2,368億2,939万円
となり、当初要求額と比較して70億円の増額となりました。

社会課題を乗り越え、「誰もが安心して住み続けられるまち」を実現する施策� 59億659万円重点施策４

区民や区内事業者等の
負担軽減

広報

表2 比較表

区分
令和6年度 令和5年度

当初予算額
（Ｃ）

当初予算額
対前年度比較

当初予算案
（Ａ）

当初要求額
（Ｂ）

調整額
（Ａ）－（Ｂ）

増減額
（Ａ）－（Ｃ） 増減率

一般会計 1,846億円 1,790億円 56億円 1,633億円 213億円 13.1%

特別会計 522億円 508億円 15億円 490億円 33億円 6.7%

内
訳

国民健康保険事業会計 267億円 256億円 11億円 244億円 23億円 9.3%

後期高齢者医療会計 70億円 66億円 5億円 65億円 6億円 8.8%

介護保険会計 185億円 186億円 △1億円 181億円 5億円 2.5%

合計 2,368億円 2,298億円 70億円 2,122億円 246億円 11.6%

表1 �無料になる手数料の例
対象者 対象となる主な手数料

区民

戸籍（全部・個人）事項証明書　等
住民票の写し、記載事項証明書　等
印鑑登録証明書
住民税課税・納税証明書
犬の登録手数料
狂犬病予防注射済票交付手数料

中小企業者
個人事業主

飲食店営業許可申請手数料
飲食店営業許可更新申請手数料
理容所または美容所の検査手数料
診療所開設許可手数料

無料

令和6年度も引き続き区窓口等での手続きに関する手数料は無料です

予算編成過程の公開

令和6年度各会計当初予算案と要求額の比較

予算要求事業概要書の公開

高齢者や障害者が安心して暮らし続けられ、地域に見守りや支えあいがあるまちを実現します� 35億1,075万円

年齢、国籍、性別等にかかわらず、希望する誰もが社会に参加し、自分らしく過ごせるまちを実現します� １億5,266万円

デジタルトランスフォーメーション（DX）を加速させ、誰もが便利に生活できるデジタル社会を実現します� 22億4,318万円

◦�生活困窮等介護以外の複合的な課題を
抱える世帯が早期に必要な支援を受け
られるよう、ふれあい相談員の訪問対
象に80歳以上の高齢者を含む世帯を
追加します。

◦�区内在住外国人がより地域に参画できるよう、日本語学習支援
事業を周知するチラシを配布するとともに、日本語サロンの定
員を拡大します。

◦�地域での生活において課題を抱える区民が適切な支援を
受けられるよう、相談支援、社会参加の支援、地域づく
りに向けた支援を一体的に行う、港区重層的支援体制整
備事業の令和7年度の本格実施に向けて、検討・試行を
実施します。

◦�スマートフォン利用の定着化・習慣化やスマートフォンを活用
したいきがいづくりの支援のため、デジタル活用支援員相談窓
口の実施体制を拡大します。

◦�ひきこもり当事者およびその家族が悩みについて気軽に相談できるよ
う、ひきこもり相談窓口を設置します。

◦��区民に広く効果的に区政情報を届けられるよう、SNSを活用し、視認性
の高いショート動画や静止画による情報を発信します。

これまでの訪問対象
◦�70歳以上のひとり暮らし高齢者
◦�75歳以上の高齢者のみの世帯
◦�地域等から相談があった65歳以
上の高齢者

基礎日本語教室 日本語サロン

これまでは…
◦��港区生活・就労支援センターでひき
こもりに関する相談を受け付け

◦��対象者は「生活に困窮している人・
困窮する恐れのある人」に限定

➡�ひきこもりの原因は生活困窮に限ら
ず、生活困窮者以外への支援体制の
強化が必要

4月から…
ひきこもり相談窓口を設置！

訪問対象拡大
◦�80歳以上の高齢者を含む
世帯

高齢者のみの世帯以外も対象に！

専門窓口の設置により、それ
ぞれの当事者・家庭に寄り添
った支援を行います。

各関係機関と連携し、複合的な
課題を抱える世帯を適切な支援
につなげます。

町会・自治会
総合支所 民生委員
高齢者相談センター

等と連携

定員拡大

令和6年度
1,350人

令和5年度
600人

計6カ所 計11カ所

◦�ひきこもりに関する専門の相談窓口
◦�生活困窮者以外も相談可能

地区ごとに2カ所
＋台場地域1カ所

ショート動画や静止画を活用したSNS情報の発信
YouTube、X（旧Twitter）、Facebook、LINE

高齢者、障害者、
子ども、

生活困窮者 等
状況に応じた支援 多機関と連携

して支援

多機関・多職種の
連携を強化し、分
野別の支援では対
応が困難な複合的
な課題に対応

分野や制度を超え
て相談者に寄り添
った支援を実施


	minato20240211toku_01L
	minato20240211toku_02L
	minato20240211toku_03L
	minato20240211toku_04L

